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序　文

　1968 年に開始された海洋掘削は DSDP から、IPOD、ODP の大きな成果に基

づき、2003 年 10 月に統合深海掘削計画 (Integrated Ocean Drilling Program:

IODP)として新たなスタートをきろうとしています。

　IODP では、日本はライザー掘削船「ちきゅう」を建造中ですが、米国が提供

する従来型のノンライザー船、欧州が提供を検討している特定任務掘削船(MSP)

と、複数の掘削船を用いる大プロジェクトとなります。

　ライザー掘削については、科学技術庁（当時）がライザー掘削を中核とした「21

世紀における深海掘削計画（OD21）」を 1994 年に提案し、ライザー掘削によっ

てのみ実現可能な科学目標を選定して技術的問題を検討する作業が、CONCORD

（Conference on Cooperative Ocean Riser Drilling）として、1997 年に東京

で行われました。

　さらに、ライザーレス掘削船を用いた科学計画を検討するための国際会議

（COMPLEX; Conference on Multiple Platform Exploration）が 1999 年にバ

ンクーバーで開催され、特定任務掘削船に重点を置いた科学計画の検討会議

（APLACON; Alternate Platform Conference）が 2001 年にリスボンで開催

されました。特に前２者の会議での検討成果は、IPSC（IODP Planning Sub-

Committee; IODP 計画委員会）のもとに科学計画策定のための国際委員会でさ

らに検討され、2001 年 5月に IODP初期科学計画（Initial Science Plan）とし

てまとめられました。

　我が国は IODP の遂行にあたって、国際的にも中心的な役割を担うことが期待

されています。したがって、上に述べたような国際的な科学計画策定の動きを踏

まえた上で、我が国が主導することが期待できる研究テーマをできうる限り具体

的に設定し、我が国の研究者が、IODP に主体的積極的に参加できるようにする

ための青写真を作成してゆくことが必要です。本計画案は、我が国の研究者コミ

ュニティの意思をこれまでの国内シンポジウム、各種関連委員会などからくみ取

り、IODP国内科学掘削推進委員会がまとめたものです。

本科学計画案と連動する、さらにはこれに含まれない科学目標の新たな提案も

含め、本科学計画案が、研究者コミュニティの総意を反映するよう、今後随時改

訂されていくことを期待します。

2002 年 11 月

IODP国内科学掘削推進委員会
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1.　はじめに

　人類の歴史において、現在ほど、地球の有限性が認識され、人間社会と地球の未来

を設計するための指針が求められている時はない。このような時代に、私たちが緊急

に取り組むべき課題の１つは、地球活動全体を一つのシステムと捉え、地球システム

変動の本質および地球システムと人間社会の関係を深く理解すること、であろう。海

洋掘削研究は、この重要かつ緊急の課題に対して、最も効果的な成果を出しうるもの

である（図１）。

　1968 年から開始された海洋掘削は、DSDP (Deep Sea Drilling Project)から IPOD

(International Phase of Ocean Drilling)、ODP (Ocean Drilling Program)へと引き

継がれ、そして 2003 年 10 月からは、我が国が建造中のライザー装置を装着する地球

深部探査船「ちきゅう」と、合衆国が中心となって用意するライザーレス型掘削船、

ヨーロッパ諸国が提供する特定任務掘削船の、少なくとも３種類の掘削船を用いた

IODP (Integrated Ocean Drilling Program)として、新たなステージを迎えようとし

ている。これまでの DSDP、ODP を通じて、プレートテクトニクスが実証され、地

球環境の変遷が明らかになり、また、地下生命圏の重要性が認識されるに至った。IODP

ではこれらの成果をさらに発展させ、全地球システム変動の実態を明らかにし、サブ

システム間の相互作用を理解し、これらの変動の根本的な原因を追及することが期待

されている（図１）。そして、プレートテクトニクス以降の地球科学における革命を引

き起こし、新しい地球観を創り上げる事を目指している。

　これまでに、海洋科学技術センターがライザー掘削を中核とした「21 世紀における

深海掘削計画（OD21）」を 1994 年に提案し、ライザー掘削によってのみ実現可能な

科学目標を選定して技術的問題を検討する作業が、CONCORD（Conference on

Cooperative Ocean Riser Drilling）として、1997 年に東京で開催された。さらに、

ライザーレス掘削船を用いた科学計画を検討するための国際会議（COMPLEX;

Conference on Multiple Platform Exploration）が 1999 年にバンクーバーで開催さ

れ、特定任務掘削船に重点を置いた科学計画の検討会議（APLACON; Alternate

Platform Conference）が 2001 年にリスボンで開催された。特に前２者の会議での

検討成果は、IPSC（IODP Planning Sub-Committee; IODP 計画委員会）のもとに

科学計画策定のための国際委員会でさらに検討され、IODP 初期科学計画（Initial

Science Plan）として既に公表されている。その項目は以下の通りである。
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◆ 地下生物圏と海底下に広がる「海」

★ 地下生物圏の探査

★ ガスハイドレートの分布と性質の解明

◆ 地球環境変動とその生命圏への影響

★ 地球環境変動の内的要因の解明

★ 地球環境変動の外的要因の解明

★ 地球システム内の相互作用の解明

◆ 固体地球における物質循環とそのダイナミクス

★ 巨大海台、海洋地殻、大陸縁の形成と進化の解明

★ 地球内部物質循環と大陸地殻・マントルの進化の解明

★ 地震発生体の包括的理解

　我が国は IODP の遂行にあたって、国際的にも中心的な役割を担うことが期待され

ている。したがって、上に述べたような国際的な科学計画策定の動きを踏まえた上で、

初期科学計画書に示された科学計画の中で、我が国が主導することが期待できる研究

テーマをできうる限り具体的に設定し、常に、海洋掘削を中心とした科学計画ならび

に海洋掘削の提案を行い、研究テーマの実現に向けて努力を続けることが肝要である。

このためにこれまで、IODP国内連絡委員会、科学計画検討ワーキンググループでは、

科学計画の検討を行ってきた。さらに素案について広く意見を求めてきた。本報告は、

以上の国内における科学計画検討結果をもとに、我が国の IODP における科学目標を

示すものである。

むろん、IODPは科学者からの自由な発想による科学提案に基づいており、ここに提

示する科学目標に含まれない IODP 掘削科学が排除されるものでは決してない。むし

ろ、IODP の健全な発展のためにも、これらと連動する、さらにはこれに含まれない

新しい科学目標が生まれてくることを期待している。

IODP は、以下の原則に基づいて実行される。第１に、IODP は、地球科学（生命

科学を含む）に関する重要な課題を研究する国際的な科学研究プログラムである。第

２に、IODPの科学計画は国際海洋掘削科学研究者コミュニティが策定する。第３に、

IODP の掘削調査は、IODP 科学計画の示す目的あるいは新しい重要テーマを追求す

る自発的な提案に基づき実施される。第４に、IODP に申請された提案は、国際科学

諮問機構による公平不偏な評価審査に基づき、IODP計画としての実施が決められる。

第５に、IODP では、複数の掘削プラットホームの利用が予定されており、ライザー
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掘削船とノンライザー掘削船の２プラットホームに加えて、浅海・氷海域の掘削プラ

ットホーム（特定任務掘削船）の検討も進められている

個々の研究者の IODP への参加形態としては、掘削提案者として掘削プロジェクト

を推進するレベルから、スケジュールされた航海に応募して乗船する、あるいは、乗

船せずに掘削サンプル・データをリクエストし、分析解析する、などいろいろありえ

る。

IODPは、基本的に掘削プラットホームの運航について、国際的に経費を分担して、

大きな計画推進を可能にしている。重要なことは、このプラットホームは、研究者間

の競争によって利用が可能になるものであるということである。しかし、この競争の

部分は IODP そのものではない。すなわち、個々の参加者が実施する科学研究、提案

の採択までに必要な事前研究などは、それぞれの研究者、グループが実現させて行く

ものである

したがって、このような国際レベルの競争に伍して行くためには、国レベルの科学

研究体制が、それを可能にする環境を整えていなければ、たいへん困難である。掘削

は海洋調査の最後の手段と言われるように、IODP が実施する研究は、どうしても掘

削なしには、自分の仮説が検証できないという場合に限られる。すなわち、ほかの海

洋調査はすべてをし尽くしたという状況が要請される

この科学計画案は、IODP の原則を踏まえて、我が国の研究者が、IODP に主体的

積極的に参加できるようにするための青写真である。この計画案は、我が国の研究者

コミュニティの意思をこれまでの国内シンポジウム、各種関連委員会などからくみ取

り、IODP 初期科学計画 の目標達成のために、我が国が何を実現していくべきかを提

言し、その根拠となる科学目標を、日本の研究者の成果蓄積が大きいと思われるテー

マから選んだものである。具体的な提案は、個々の研究者が策定しなくてはならない。

この科学計画案の趣旨は、個々の提案が国際的に高い評価を得られるよう、また、高

い評価を得た提案が十分な研究支援が得られるよう機能することである。この科学計

画案は、研究者コミュニティの総意を反映するよう、今後随時改訂されていく性質の

ものと捉えている。
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図１　地球システム変動とサブシステム間の相互作用。IODPでは全地球システム変
動の実態を明らかにし、サブシステム間の相互作用を理解し、これらの変動の
根本的な原因を追及することが期待されている。
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2.　我が国が主導する IODP科学研究テーマ

2-1.　マントル活動と地球システム変動

我々は現在の地球環境、即ち、両半球の高緯度地域に氷床が存在する状態（氷室期

地球システム）を、典型的な地球環境であると考えがちである。しかしこの状態は 46

億年の地球史の中では僅か 10％を占めるに過ぎず，大陸氷河のない状態（温室期地球

システム）の方がより「通常の」地球システムであると言えよう。温室期地球システ

ムの最も顕著な例の１つは、白亜紀中期（約１億 2500 万年～８000 万年前）である

（図２）。地質記録に基づく解析から、白亜紀中期の温室気候は、大気中の二酸化炭素

濃度の上昇によりもたらされたと考えられている。一方、白亜紀中期は、全地球規模

の活発な火山活動で特徴づけられる時期でもある。特に南太平洋域では、マントル内

に巨大な上昇流（「巨大マントルプルーム」）が発生し、地球史を通じて最大規模の火

山体群が形成された。そのため、このような巨大マントルプルームの上昇に伴う火山

活動により、二酸化炭素を含む多量の揮発性元素が地球表層にもたらされ、それが、

大気中の二酸化炭素濃度上昇の原因である可能性が指摘されている。しかしながら、

巨大マントルプルームと大気中の二酸化炭素濃度、温暖気候の発達との因果関係に関

する検証は、十分になされていない。

またこの時期は、通常は流体核のダイナモ作用によって反転を繰り返す地球磁場が、

長期間にわたり無反転状態にあった白亜紀スーパークロンとほぼ対応し、地球表層流

体圏・マントルと共に，地球中心核でも特異な現象が起こっていたと考えられる。そ

して、それは、この時期に大陸氷床が存在しなかった事と関係している可能性があり、

地球表層と地球中心核の相互作用を解明することは重要な研究課題である。

白亜紀中期のもう一つの大きな特徴として、 世界各地の海底で海洋底層水が貧（無）

酸素状態となることにより、地質学的に短期間に、有機物に富む「黒色頁岩」を堆積

させたイベント（Oceanic Anoxic Event: OAE）が繰り返し生じたことが挙げられる。

OAE の原因としては、１）高緯度地域の温室化により低緯度との温度差が小さくな

り地球規模の海洋水の循環が停滞したため、２）海水準の上昇により浅海地域が拡大

し生物生産量が増大したため海底への有機物の供給が増大したため、という２つの仮

説が提案され、現在も活発な議論が続いている。黒色頁岩の堆積は、同時に地球表層

における炭素循環様式の変化を意味しており、その様式やメカニズムの解明は温暖化

の進行に伴う深層水循環の低下が予想される近未来の海洋における炭素循環を予測す
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る上でも重要である。

　ここで概観してきたように白亜紀中期には、いくつかのサブシステムにおける変動

が連動して起こり、サブシステム間の相互作用が活発化した時代と言える。したがっ

て、46 億年の地球史を通じた地球システムの進化を理解し、これからの地球システム

の変動を予測する上で、白亜紀中期の温室期地球における地球システムダイナミック

スを包括的に解明することが必要不可欠である。また、新生代における氷床の形成と

地球寒冷化は、温室世界から現在のような氷室世界への転換過程として捕らえる事が

でき、その逆の過程である地球温暖化の過程を理解する上で重要な情報を与えてくれ

る。

　そこで、我が国が IODP において主導的に行う研究課題として、以下の２点を提案

する。特に、わが国の掘削においては地球環境変動における生物作用にも力点を置き、

白亜紀および白亜紀以降の地球環境変動と生物作用が大きく関与する物質循環ならび

に生物進化を統合的に捉える方向で研究を進める。

◆ 西太平洋巨大海台の深部掘削による白亜紀コアマントル活動の解明

◆ 太平洋域の白亜紀－新生代堆積物の掘削による温室世界における物質循環およ

び温室世界から氷室世界への転換過程の詳細解明

(1)　西太平洋巨大海台の深部掘削による白亜紀コアマントル活動の解明

　西部太平洋域には巨大海台が点在しており、これまでの掘削研究などによって、こ

れらの海台群が約１億年前のマグマ活動によって形成されたこと、そのマグマ活動は

現在全マントル規模のマントル上昇流が存在すると考えられる南太平洋域で起こった

こと、が明らかにされている。また、既に述べたように、このような間欠的な巨大マ

ントル上昇流の活動が、地球システムの進化や変動に大きな影響を与えた可能性が高

い。

　白亜紀のマントル活動を包括的に理解し、その地球システム進化や変動における役

割を解明するために、西部太平洋域でも最大規模の海台で、これまでいくつかの掘削

が実施されたオントンジャワ海台における、以下の掘削研究を遂行する（図３）：

◆ 巨大マントル上昇流の起源の解明：マントル上昇流の発生場所を明らかにする

ことは、地球内部における物質循環を理解し、マントルの進化を明らかにする
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上で必要不可欠である。巨大マントル上昇流はマントル最下部で発生すると考

えられている。しかし、これに対する物質科学的な証拠は皆無といっても過言

ではない。この問題を解決するために、巨大海台を構成する玄武岩質岩石の物

質科学的なキャラクタリゼーションに基づいたマントル上昇流の内部構造の解

明、他のマントル上昇流由来の玄武岩（ホットスポット玄武岩）との比較検討、

を行う。

◆ マグマフラックスの定量的解明：温室期地球の形成におけるマントル活動の役

割を評価するために、巨大海台の試料を用いて、地球内部から表層への揮発性

元素フラックスおよびその時間的変化を定量的に見積もる。

これらの研究は、以下の諸点によって、我が国が諸外国をリードすることができる

と確信する。

★ 特に重要なキャラクタリゼーション手法である放射性同位体比分析において、

その手法開発も含めて、飛躍的な進歩が期待できる。

★ 地球内部物質循環解明の基礎となる高温高圧科学分野は、常に世界をリードし

続けてきた実績がある。

★ 南太平洋域ホットスポットにおける地球物理学的、岩石化学的研究は、両者を

あわせた学際的研究も含めて、既に高いレベルで実施されつつある。

★ 西部太平洋域の巨大海台群における地球物理学的探査に豊富な実績を有してい

る。

★ 沈み込み帯におけるマントル下降流も含めた地球内部物質循環の包括的な理解

を進めるための研究が、世界に先駆けて実施されつつある。

★ マントルまで含めた複数元素の統合的地球化学的物質循環、進化モデル分野の

研究も、国際的レベルに達している。

上記の掘削科学研究を効果的に遂行するために、以下の事前研究を実施する：

◆ オントンジャワ海台における構造探査：具体的な掘削地点を決定するために、

オントンジャワ海台地域において、主として地震学的手法を用いた詳細な構造

探査を行う。

◆ ソロモン諸島における総合調査：オントンジャワ海台の一部が陸上に露出する

ソロモン諸島において、陸上掘削を含む、地質学的・岩石学的・地球物理学的
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総合調査を実施する。

◆ 南太平洋ホットスポットの総合探査：オントンジャワ海台を形成した南太平洋

ホットスポット域におけるマントル物質の上昇過程、起源物質の地球化学的進

化を明らかにするため、グローバル地球観測ネットワークの整備と運用、海洋

観測の実施を含む、地震学的・電磁気学的・岩石学的・地球化学的総合調査を

行う。

◆ グローバル固体地球モデルシミュレーション：地球サブシステム間の相互作用

を定量的かつ予測可能なレベルで理解するための、シミュレーション技術の開

発、運用を行う。

◆ 白亜紀地球磁場の総合的研究：白亜紀の非逆転モードにおける地磁気変動（地

磁気 強度，地磁気永年変化など）を，古地磁気，海底地磁気異常，地磁気ダイ

ナモ数値計算などから総合的に研究する。

(2)　太平洋域の白亜紀－新生代堆積物の掘削による温室世界における物質

循環および温室世界から氷室世界への転換過程の詳細解明

　西太平洋は地球上で唯一、ジュラ紀・白亜紀から新生代にかけての連続した堆積物

記録を保持しているプレートが残されている地域である。また、日本から樺太にかけ

ては、中生代から新生代にかけての前弧海盆堆積物が、早い速度で連続的に堆積して

おり、それを利用した高解像度環境変動解析のデータが、既に蓄積されつつある。し

たがって西太平洋域は、海洋掘削に基づいて、中生代から新生代にかけての古環境変

動の包括的解析を行うことができる地球上で唯一の場所である。白亜紀は先に述べた

ように、全地球システムで様々な大変動が起こった時期である。つまり、顕著な温室

期、巨大マントル上昇流の存在、汎地球規模の黒色頁岩の堆積、スーパークロンの存

在、沈水珊瑚礁の形成などである。これらのサブシステム内の様々な変動の因果関係

を解明することは、地球科学における第一級のテーマである。さらに、このような包

括的な研究は、時間スケールの連続した多様な掘削試料を解析することによってのみ

可能となる。しかし、従来の掘削方式では堆積岩の回収率が悪く連続堆積サンプルの

確保が難しかった。IODP 研究では、ライザー方式を用いた掘削により連続堆積した

堆積物を高い回収率で採取し、以下の研究を遂行する：
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◆ 変動イベントの年代・要因の解明：太平洋域で掘削される、陸上風化を受けて

いない堆積岩連続試料の物質科学的なキャラクタリゼーションを行い、黒色頁

岩の形成と沈水珊瑚の死滅年代および要因、それらと海水準変動、海洋循環変

動との関係を明らかにする。特に海洋表層における生物化学過程や初期続成過

程に関する情報を与える有機化合物組成およびそれらの同位体比と、風化に左

右される遷移元素（特に鉄、モリブデン）の同位体比に焦点を当て、その定量

およびプロセスに関する研究を行う。同時に試料中の微生物の組成・代謝から

微生物的続成作用の役割を明らかにし、石油・メタンなどの炭化水素資源の生

成に関する微生物学的知見を得る。

◆ 巨大マントル上昇流と変動イベントと地球環境変動とのリンケージの解明：巨

大海台直上およびその周辺の深海底の堆積物に対する古生物学と、地球化学、

地球微生物学がリンクした高時間解像度定量解析に基づいて、マントル活動前

後の地球システムの挙動およびその変動を詳細に解明し、両者の因果関係を明

らかにする。

◆ 新生代を通じての地球寒冷化機構の解明：新生代を通じての地球寒冷化におい

て特に北太平洋および周辺大陸域がどのような役割を果たしたかに焦点を絞っ

て、縁海域および陸棚斜面域堆積物の深度トランセクト、緯度トランセクトを

行ない、緯度方向の表層水温勾配、海洋の鉛直構造、中・深層水形成域、海峡

の開閉や縁海の形成、周辺陸域における風化、侵食過程など時間変化の復元を

おこない、その相互関係の理解を通して寒冷化機構の解明を行う。

◆ ジュラ紀・白亜紀から新生代に至る連続した堆積物サンプルを対象に、詳細な

安定同位体測定などの地球化学的分析と定量的研究を目指した微生物学、被子

植物も含む微化石学が緊密に連動して環境変動の推移を詳細に追跡し、炭素、

窒素を核とした物質循環と環境変動、生物進化を統合的に捉える。このような

研究は、地理的利点と研究者確保の上からも日本とアジアが世界をリードし得

るテーマである。

上記の研究は、以下の点において、世界に対する日本のアドバンテージがある。

★ 日本列島の付加体には、中生代の深海底堆積物が含まれている。近年我が国の

研究者は、これらの中生代堆積物に対する珪質微化石を用いた古海洋学を急速

に発展させてきた。この成果は、西太平洋の海洋底に分布する中生代の地層・

岩体の研究とリンクして、太平洋域全体における中生代古海洋学の確立に向け
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た広がりを見せ始めている。

★ 我が国には、陸上に残存する白亜紀の黒色頁岩の高密度サンプリング、微小域

元素分析、有機化合物の同位体比測定に基づいて、黒色泥岩が嫌気的な海洋で

形成されたことを世界で初めて示した実績がある。

★ 日本から樺太にかけて分布する前弧海盆堆積物を利用した高解像度環境変動解

析が、既に行われており、微化石層序、同位体比、有機化合物、海水準変動な

ど多様な環境パラメータのデータが既に蓄積されている。

★ 新生代年代層序の確立においては日本人微化石研究者や古地磁気研究者の貢献

が大きく、日本人研究者が確立した精密な年代尺度を駆使して，迅速かつ正確

な時代決定が可能になっている。また、松山基範以来、日本の古地磁気学は世

界をリードしている。その結果、古地磁気層序の確立に貢献するとともに、微

化石記録と組み合わせた微化石―古地磁気複合層序の発展にも多大なる影響を

及ぼしておる。また、ODPにあっては、船上における古地磁気測定技術の改良、

パススルー測定について多大の貢献をした。

　上記の掘削科学研究を効率的に遂行するために、以下の事前研究を実施する必要が

ある：

◆ 四万十帯における黒色頁岩の精査：四万十帯は、白亜紀の深海底堆積物が陸上

に露出している世界でも希有な地域である。太平洋における深海掘削を用いた

黒色頁岩の解析を行うとともに、陸上露頭を用いた太平洋域黒色頁岩の解析を

行い、時間空間的に相補的にこれらの成果を利用することが必要不可欠である。

◆ 現在の嫌気性水塊におけるアナログ研究：黒色頁岩の形成環境を解明するため

には、現在嫌気的環境下で堆積作用が進行している場所での、嫌気環境のプロ

クシーの開発、分析技術の開発を含めた、包括的研究を行う必要がある。

◆ 日本を含む東アジア縁辺域および縁海域における中・新生代の高時間解像度連

続層序の確立：環境変動をシステム学的に取り扱うためには、複数のパラメー

タの変動を高い時間精度で比較する必要がある。そのためには、複数の層序学

的手法を組み合わせ、白亜紀以降現在まで、欠落なく連続した層序を確立する

必要がある。
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図３　巨大海台における深部掘削。巨大マントル上昇流の起源の解明・マグマフ
ラックスの定量的解明が中心課題であり、西部太平洋域で最大規模の海台
でいままでに掘削実績のあるオントンジャワ海台での掘削が提案されつつ
ある。

１２



１３

2-2.　地殻活動と地球システム変動

　地殻は固体地球の１％程度の体積、0.5％程度の質量を占めるにすぎないが、地球シ

ステムの進化においては重要な役割を果たしてきたと考えられる。例えば、安山岩質

の組成をもつ大陸地殻は、固体地球における軽元素の貯蔵庫であり、その成因を明ら

かにすることは、固体地球の進化・分化過程の解明には必要不可欠である。安山岩質

大陸地殻の形成メカニズムとして、1）沈み込む海洋地殻の部分融解を主張する「プレ

ート融解説」、2）さらにそのような海洋地殻由来のメルトとマントルの反応によって

安山岩質マグマが生成したとする「メルト-マントル反応説」、3）水に富むマントルの

部分融解を主張する「初生安山岩マグマ説」、4）マントルで形成された玄武岩質マグ

マが固まってできた初期地殻が再融解して生じたフェルシックマグマと、マントル由

来の玄武岩質マグマが混合することで安山岩質地殻が形成されたとする「マグマ混合

説」、などがこれまでに提案されてきた。化学組成という観点から見れば、上述のいず

れのメカニズムによっても、全体として安山岩質の大陸地殻を作ることが可能である。

しかし、それぞれのメカニズムで形成された安山岩は、異なった組織や、異なったマ

グマとの共生関係を持つことが予想される。したがって、上記の仮説を検証するため

には、現行過程として安山岩質大陸地殻が形成されつつある場所で、実際に地殻試料

を採取し、物質科学的な検討を行うことがほとんど唯一の方法である。

　一方、玄武岩質の組成を有する海洋地殻は、プレート運動によって地球深部へ持ち

込まれるために、マントル内の物質循環およびその化学的進化に強く影響を及ぼして

きた可能性がある。したがって、海洋地殻の物質科学的キャラクタリゼーションは、

地球科学における第一級の研究テーマであり続けている。海洋地殻の完全掘削、いわ

ゆる「モホール計画」は、IODP の主要科学計画の１つにあげられている。このよう

な、海洋地殻の構造・組成を推定する１つの有力な方法が、海洋地殻が陸上にのし上

げたと考えられる岩体（オフィオライト）の解析であることは、変わりない。これま

でのオフィオライト岩体の構造調査と、大洋海嶺系における調査によって、両者の構

造はほぼ同一であることが示されている。しかしながら、大洋拡大系においても、そ

の拡大速度の違いによって、地殻構造や化学組成に多様性が生じることが確認されつ

つある。さらに、多くのオフィオライト岩体において、大洋海嶺系で形成される海洋

地殻とは化学組成の異なる玄武岩類が存在すること、またその玄武岩の化学的特徴は、

沈み込み帯の玄武岩のそれに類似すること、が見いだされている。したがって、海洋

地殻の成因をより包括的に理解するためには、大洋海嶺系・背弧拡大系・オフィオラ

イト岩体の詳細な比較検討（比較海洋地殻学）を行うことが肝要である。
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さらに、地球表層の 30％を占める大陸は、地球表層環境変動にさまざまな寄与をし

てきたと考えられる。その１つとして、大陸の存在が生物活動に関係した元素の循環

に与える影響を挙げることができる。大気中の水分と二酸化炭素は大陸地殻表層部の

風化に用いられ、大気中から除去される。風化した地殻表層部起源の砕屑物は、河川

や風によって海洋や湖沼に運搬され堆積する。一方、リン、鉄、珪酸など生物にとっ

て必須な元素、化合物は、溶存して湖や海に供給される。このために、大陸縁辺海域

では生物生産性が高く、その結果として海洋表層の一次生産者が炭素や窒素を盛んに

固定する。海洋生物によって生産された有機物は大陸起源の砕屑物で埋め立てられて、

海底に隔離される。このようにして、大陸縁辺域は地球システムにおける有機物のシ

ンクとなっている。

２つ目としては、大陸の起伏が大気の循環に与える影響を挙げることができる。大

陸に屹立するヒマラヤ山脈／チベット高原はアジアモンスーンの強度に影響を与える

と共に、モンスーンに伴う水文循環にも影響を与える。さらにこれらは、モンスーン

の配置や様式を左右するジェット気流の流れを規定する。また、インド洋におけるモ

ンスーンの北上は、赤道貿易風がアフリカ大陸東部の高原にさまたげられることによ

って生ずる。新生代のアジアは大陸地殻が再集合しつつある場所であった。島弧や小

大陸が衝突して山脈や高地ができ、大気の循環、大陸の侵食による物質輸送、そして

海洋の生物生産性などに大きな影響を与えたものと考えられる。そしてその記録は、

大陸周縁の海（縁海）に堆積物として保存されている。したがって、アジア大陸周辺

地域は、深海掘削によって、大陸の存在と変化が気候変動に与える影響について解明

できる最適の場である。

　以上のような科学的背景を踏まえて、地球システムの進化や変動における地殻の役

割を解明するために、我が国が IODP において主導的に行う研究課題として、以下の

３点を提案する：

◆ 海洋島弧の深部掘削による大陸地殻形成過程の解明

◆ 背弧海盆拡大系の深部掘削による海洋地殻形成過程の解明

◆ アジア大陸周囲の縁海および陸棚斜面域掘削による大陸-海洋-大気リンケージ

の解明
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(1)　海洋島弧の深部掘削による大陸地殻形成過程の解明

　伊豆-マリアナ弧、アリューシャン弧における地球物理学的探査によって、これらの

海洋島弧中部地殻で安山岩質地殻が形成されつつあることが明らかになってきた（図

４）。したがって、これらの「やや成熟した島弧」は、現行過程としての大陸地殻形成

過程を理解する上で最も適した場所といえよう。したがって、我が国が重点的に行う

IODP研究の１つとして、以下の研究を遂行する：

◆ 海洋島弧地殻の物質科学的特性の解明：安山岩質中部地殻が、本質的に玄武岩

質マグマに由来するのか否かを、下部地殻・中部地殻・上部地殻物質の成因関

係を検討することによって解明する。

特に我が国としては、以下に示すような有利な条件を有している、伊豆-マリアナ弧に

おける掘削研究を重点的に実施する。

★ 我が国を中心とする、地球物理学・地質学的海洋観測研究データが豊富である。

★ 伊豆-マリアナ弧と日本列島の衝突域に、中部地殻起源と考えられる安山岩質の

深成岩体が露出し、掘削試料とこの岩体試料を比較することにより、より詳細

な地殻構造のキャラクタリゼーションが可能である。

★ 伊豆-マリアナ弧には、大陸地殻が十分に発達していない未成熟島弧部分も存在

し、このような所では既存の大陸地殻の関与によるマグマ組成の改変程度が小

さく、火山岩の化学組成を用いて、沈み込む海洋プレートからのフラックスを

定量的に推定することが可能である。

★ 成熟した島弧である東北日本弧と比較してマグマ組成の解析を行うことにより、

島弧および大陸地殻の進化過程を包括的に理解することが可能である。

★ ODP Leg 125 における掘削によって発見された高圧低温変成岩は、マリアナ前

弧域のテクトニックセッティングで形成されており、この地域は、島弧に産す

る高圧変成岩体の形成史を解明するためにも適した場所である。

　伊豆-マリアナ弧における掘削研究を通して大陸地殻の形成過程を明らかにするため

には、以下のような事前研究プロジェクトを実施する必要がある。
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◆ 北部伊豆-マリアナ弧における構造探査：具体的な掘削地点を決定するために、

中部地殻の比較的良く発達する北部伊豆-マリアナ弧において、主として地震学

的手法を用いた詳細な構造探査を行う。

◆ 北部伊豆-マリアナ弧安山岩質深成岩体の成因：詳細な地質学的調査、陸上掘削

に基づいた、安山岩質深成岩体の起源の推定を行う。

◆ 高温高圧実験に基づく、地殻再融解過程の解明：大陸地殻の形成、やサブダク

ションファクトリーにおけるフェルシックなマグマの成因を明らかにする上で

重要な、地殻再融解過程を高温高圧下で再現し、マグマの発生メカニズムを明

らかにする。

◆ 東北日本弧における安山岩質マグマの成因の解明：安山岩質大陸地殻とほぼ同

じ化学的特徴を有するカルクアルカリ安山岩マグマの成因について、「マグマ混

合説」を検証するために、系統的に東北日本弧から採取した安山岩について、

斑晶鉱物の微小域における同位体比・微量元素組成を決定し、端成分マグマの

推定を行う。

(2)　背弧海盆拡大系の深部掘削による海洋リソスフェアー形成過程の解明

　比較海洋リソスフェアー学という観点にたって、以下の研究を、我が国における重

点的な IODP研究として提案する（図 4）：

◆ 背弧海盆地殻の完全掘削によるリソスフェアー物質のキャラクタリゼーショ

ン：オフィオライト、大洋中央海嶺との比較を念頭に置いて、背弧海盆地殻の

構造、物質科学的特性を解明する。

特に以下の理由から、日本海および伊豆－マリアナ背弧域を具体的な掘削候補地点と

して考える。

★ 両地域とも、これまでの ODP 掘削の実績があり、少なくともその一部では地殻

表層構造が精度良く解析されている。

★ それぞれの背弧海盆に対応する島弧（東北日本弧・伊豆－マリアナ弧）におけ

るマグマ活動の解析は世界トップレベルの実績があり、さらに、先に述べた島

弧リソスフェアーの掘削や陸上試料の解析と併せて、海溝－島弧－背弧系の包
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括的な理解を行うことができる。

★ それぞれの背弧海盆拡大系では拡大速度が大きく異なり（年間 20cmと 7 cm ）、

両者の背弧海盆リソスフェアーを比較することにより。拡大速度の差が海洋リ

ソスフェアーの構造や組成に与える影響を、明らかにすることが可能である。

★ 日本列島に点在するオフィオライト岩体の研究は、他地域のオフィオライト岩

体との研究も含めて、世界をリードしてきた実績があり、掘削試料との比較研

究が容易である。

　

この研究課題を遂行するためには、以下の事前研究調査が必要不可欠である：

◆ 南部伊豆-マリアナ弧および日本海における構造探査：具体的な掘削地点を決定

するために、背弧海盆リフト系の存在が予想される上記地域において、主とし

て地震学的手法を用いた詳細な構造探査を行う。

◆ オマーンオフィオライト岩体の総合調査：背弧海盆拡大系における海洋リソス

フェアー形成過程が最も良く保存されていると考えられる、オマーンオフィオ

ライト岩体について、陸上掘削も含む、地質学的・岩石学的・地球物理学的総

合探査を実施する。

(3)　アジア大陸周囲の縁海および陸棚斜面域掘削による大陸-海洋-大気リン

ケージの解明

　大陸の成長やその集合離散が、海洋・大気の変動に対して果たした役割を解明する

ためには、東アジアおよびインド亜大陸縁辺の縁海や大陸棚斜面に分布する中新世以

降の高時間解像度堆積物を連続掘削し、高精度解析を行うことが必要である（図 5）。

具体的には、以下の研究を我が国の重点項目として提案する：

◆ 東アジア縁海掘削による北半球氷床の発達史と急激な気候変動の実態の解明：

気候変動に敏感な季節海氷発達域であるオホーツク海、半閉鎖海であるため水

収支に敏感でありまた、風成塵フラックスが大きい日本海、大陸からの河川流

出を通じて夏期モンスーンの影響を強く受ける東シナ海、南シナ海、そして黒

潮、親潮双方の影響を強く受ける北太平洋西岸などにおいて、高解像度掘削試

料を採取し、その解析に基づき、各縁海の形成過程、その古海洋環境変遷、黒
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潮・親潮の進化過程、北太平洋中・深層水形成過程、ユーラシア大陸寒冷化過

程、アジアモンスーンの成立・進化過程とそれらの相互関係を明らかにし、大

陸-海洋-大気のリンケージを解明する。

◆ ヒマラヤ山脈、チベット高原の形成と大陸-海洋-大気のリンケージの解明：ア

ジア、インドモンスーンは、地球規模の大気循環にまで大きな影響を与えてお

り、その成立、進化過程を知る事は重要である。そこで、地球システム変動に

おけるモンスーンの役割を解明するために、東アジアおよびインド亜大陸縁辺

の縁海や大陸棚斜面に分布する白亜紀以降の高時間解像度堆積物を用い、ヒマ

ラヤ、チベットの隆起過程、アジア、インドモンスーンの成立時期と成立後の

進化過程、大陸縁辺海域における海洋環境変動を復元し、それら相互の関係を

明らかにする。

これらの研究は、以下の諸点によって、我が国が国際的にイニシアチブを発揮できる

と確信する．

★ 現代の海洋における現象を総合的に解明するモデルオーシャン研究を通して、

氷期や間氷期の気候変動の解明が世界に先駆けて実施されつつある．

★ 堆積物中の微細な生物相や微細な堆積構造ならびにその物理化学特性を解明す

るための、ジオナノテクノロジー技術開発の素地があり、世界に先駆けて展開

されつつある．

★ 国内には、学際的な２００名近い古海洋・古気候関係研究者がおり、IODP 研究

を機軸として先鋭的に協力・共同することが可能である。また，国内の古地磁

気研究者は ODP において古地磁気層序研究や高分解能データ取得の技術開発な

どに大きな貢献をしてきた実績がある。

★ 東アジア東縁には多数の縁海が存在し、その堆積物は、ユーラシア大陸におけ

る気候変動および北西太平洋における海洋変動の両方の情報を、同時に高時間

解像度で記録している。また、これら縁海およびその堆積物に関するデータは、

日本をはじめとする東アジア諸国にその蓄積があり、今後予察的調査を行う上

でも地の利がある。

この研究課題を遂行するためには、以下の事前研究調査が必要不可欠である．
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◆ 環境指標の新規開発：過去の地球環境を定量的かつ具体的に復元し議論するた

めの指標を開発する。特に、堆積物属性、無機元素、岩石磁気、有機分子、微

古生物などを用いたプロクシー開発を行う。

◆ 高分解能年代決定法の開発：様々なサブシステムの挙動の周期や位相差を知る

には、高い時間精度でコアの年代を決定し、対比する必要がある。そのために、

特に、同位体比、微古生物、古地磁気などを用いて年代決定の精度および分解

能を向上させる手法開発を行う。

◆ モダンアナローグ研究：過去の環境指標を開発するためには、現代の類似の環

境におけるモデルオーシャン研究を展開することが必要である。水温、塩分、

溶存酸素量などの水質のモニタリング、沈降粒子を捕獲し構成元素などを明ら

かにするセジメントトラップ研究、堆積物表層現象のモニタリング、堆積物コ

アのマルチプロクシー研究を推進する。

◆ 掘削コアの非破壊連続計測技術の開発：２１世紀の掘削コア研究は数 mm オー

ダーもしくはサブミクロンオーダーでの非破壊コア解析技術が不可欠となる。

そのため、現在、地球深部探査船「ちきゅう」に搭載予定のＸ線 CT スキャン

装置、非破壊全自動蛍光Ｘ線地殻コアロガー装置などを含め、掘削コアを非破

壊のまま、微細構造、元素分布、化学特性、鉱物分布、生物分布、磁気的特性

などを高空間分解能で測定・解析する技術・装置の開発と性能精査が必要とな

る。

◆ 掘削予定海域の地下構造の事前探査・予察的表層堆積物掘削研究：上述した掘

削地点周辺から、構造運動などの影響のない、乱れのない、連続的な掘削コア

を得るためには、周辺海域において、音波探査による地下構造の推定や、様々

な環境指標のその場観測、予察的な海底堆積物コアの掘削などの高精度の事前

調査研究が必要である。
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2-3.　沈み込み帯ダイナミクス・物質循環と地球システム変動

　海洋プレートがマントルへ帰還する沈み込み帯は、地球上で最も多様な変動が、活

発に進行している場所である。これらの変動はいずれも、プレートの沈み込みプロセ

スのもたらす、複雑な物質エネルギー移動プロセスの現れである。沈み込み帯での物

質移動、特に陸源堆積物と海洋堆積物が陸側プレートに付け加わって形成される付加

体でのそれは、有機物の分解と石油・ガスハイドレートの形成などのように、微生物

活動と流体移動が密接に関連した現象を伴い、また、このような現象に伴う炭素の固

定・分解は大気組成変化を通じて海洋変動にも決定的な影響を与えている可能性が高

い（図 6）。すなわち、沈み込み帯で進行するプロセスは、地圏-生物圏-表層流体圏の

相互作用の産物と言えよう。

一方沈み込み帯では、異質なプレートが衝突し合うため、地質学的時間スケールで

進む山脈形成から、歴史的時間スケールで繰り返される大地震の発生まで、多様な力

学過程が起こっている（図７）。さらに、地震発生様式、プレート移動速度、沈み込み

角度、プレートカップリングなどにも、多様性が見られる。しかし、このような多様

性の成因を説明できる満足なモデルは、未だに提出されてはいない。ここにブレーク

スルーをもたらすためには、以下の根本的な命題に解答を与える必要がある：

◆ 沈み込み帯における物質収支を制御するメカニズムの解明。すなわち東北弧の

ように陸側が削剥される、南海トラフのように陸側に付加するそれぞれの原因

は何か？流体の関与はどのようなものか？

◆ 沈み込み帯における地殻の変形メカニズムの実態の解明。境界（すべり面、デ

コルマン）を介して、どのような変形メカニズムが支配していて、深さ（温度・

圧力）とともにどのように変化するのか？流体はどのような役割を持つのか？

　このような背景のもと、我が国が主導的な役割を果たす研究課題として、以下の３

点を提案する：

◆ 付加体における有機物循環と地下生物圏の解明

◆ 巨大地震のメカニズム・サイクルとテクトニクス、物質循環の解明

◆ 付加体地下環境に生息する極限環境微生物のバイオロジー
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(1)　付加体における有機物循環と地下生物圏の解明

　

エネルギー資源と環境問題は 21 世紀の大きな課題である。日本の大平洋側の前弧

海盆や大陸斜面には早い堆積速度を持った地層が堆積しており、そこには有機炭素が

多量に蓄積されている。石油に替わるエネルギー資源として注目されるガスハイドレ

ートは、これらの地層と密接に関連して分布する。中部日本には極めて良質の石油を

産する油田があり、そこからは二酸化炭素あるいはメタンと水素から石油様炭化水素

を生成するバクテリアが発見されている。また、これらの海域には地球温暖化ガスで

あるメタンガスを伴った冷湧水がみられ、化学合成生物群集が繁栄している。これら

の現象は、付加体において有機物の循環と地下での微生物活動が活発に行われており，

エネルギー資源であり地球温暖化物質ともなる炭化水素が生産・蓄積・分解されてい

ることを強く示唆している（図 6）。

ガスハイドレートは、エネルギー資源としての有用性の他に、気候変化が引き金と

なって起こるハイドレートの急激なガス化とそれに誘引されて大陸斜面の崩壊が起こ

るという突発的な事件の原因としても注目される。斜面崩壊事件では、大気や海洋に

多量の温室効果ガスが放出されて気候の温暖化を引き起こす原因となるほか、津波な

どの大きな自然災害を起こす。ガスハイドレート形成に関連した有機物循環の研究は

そういう意味でも社会的な問題を含んでおり、重要である。

以上の観点から、日本列島に沿って典型的に存在する沈み込み帯にライザー掘削を

行い、以下の研究を遂行することを提案する：

◆ 南海トラフ付加体を縦断するトランセクト掘削による付加体物質循環の解明：

南海トラフ域において、前弧域～トラフ付加体域のトランセクト掘削を行い、

付加体を構成する地層中の有機物質と微生物の種類・量・分布を把握するとと

もに、地下における微生物活性を定量する。また、掘削孔を用いた坑内計測に

よって地下環境を計測しさらに流体の移動を測定する。以上の掘削研究を通じ

て、付加体における有機物循環を地層形成から付加体での分解・運搬、ガスハ

イドレートあるいは石油形成そしてハイドレートの溶解、海底への噴出・回帰

まで含めて総合的に把握し，ガスハイドレート形成過程や微生物による石油形

成仮説を検証することを目指す。また、地下微生物は鉱物の生成・溶解や空隙

表面でのバイオフィルム形成などを通して、流体移動の空隙を拡縮し、あるい

は、地下水流動の緩急に関与すると考えられるので、海底下の固液境界におけ

る微生物の現存量・多様性・活動性を調べ、地下の流体移動に及ぼす微生物の
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影響を評価する。なお、トランセクトを切ることによって、有機物を含む流体

の移動を２次元的に把握できる。

日本では付加体の物質循環について、以下のような先行研究が行われており、諸外

国に対するアドバンテージがある。

★ 付加体の詳細な地震波プロファイルが取られており、３次元的に地下構造が描

かれている。顕著な BSR が確認され、ガスハイドレート胚胎層が把握されてい

る。

★ 今までの南海トラフ域における ODP のレグで付加体の層序と構造が基本的に

把握されており、また地下環境と液体流動に関する坑内計測が試みられている。

★ 遠州灘で行われた基礎試錐でガスハイドレートが発見され，胚胎層の物性が把

握されている。

★ 相良油田から二酸化炭素あるいはメタンと水素を用いて石油を生成する微生物

が発見されており、油田の成因を理解するための学術ボーリングが行われてい

る。

★ 南海トラフ付加体では、断層や浸透性が高い岩石を通ってハイドレート起源の

メタンガスが海底に噴出している場所が数多く発見され，化学合成群集あるい

は泥火山の存在を手がかりとしてその分布が把握されている。また海底へ噴出

するメタンフラックスが測定されている。

★ 坑内計測技術の開発が進んでおり，メタン・二酸化炭素という揮発性ガスとそ

れらを運搬する水のフラックスが測定できるようになってきている。

★ 砕屑物と有機物の大量供給による高速度堆積が起こっている相模湾・駿河湾・

富山湾の堆積過程が長年にわたってモニターされており、多量の有機炭素の地

層への沈積付加過程が明らかになっている。また、過去の高速度堆積体であり、

かつ天然ガスを産する房総、銚子の後期新生代海成層の表層地質調査ならびに

陸上掘削による精密堆積環境解析が進行し、地球環境変動と地層形成プロセス

との関係が明らかにされてきている。

　以上の観測成果とデータベースを背景として，典型的な沈み込み帯が発達する地域

への連続完全コア掘削およびその後の坑内計測を行うことによって，極めて高精度に

ガスハイドレート・軽質油といった低温炭化水素鉱床形成場である付加体の有機物循

環とそのダイナミクスを理解できる。
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掘削を成功させるために、以下のような事前研究に取り組む必要がある．

◆ BSR に着目した付加体の 3D 浅部地下構造マッピング：付加体（たとえば遠州

灘，熊野灘など）において、詳細な地層の 3D マッピングを行い、BSR の詳細

な形態を把握する。

◆ 地層形成時の有機物変質過程とフラックスの把握：高速度堆積海域で、地層形

成時に有機物がどのように堆積し、変質・消費されていくかというプロセスを

把握し、付加体の有機物循環の入口である海底における堆積・変質過程を把握

する観測を継続して行う。相模湾は，海洋表層から海底に到る物質輸送のモニ

タリングが継続しており，また，海底設置型観測機器がすでに展開されている

点で優れた海域である。

◆ 海底からの湧水およびメタンフラックスの長期計測：海底からの湧水が確認さ

れている海域で、潜水船あるいはランダーシステムを用いて海底からのフラッ

クスを計測し、海底に戻ってくる有機物質のフラックスを把握する（遠州灘，

相模湾，南西諸島）。

◆ ハイドレート層の観測に適した長期モニタリングシステムの構築のための機器開

発：付加体内の地質環境を把握することは、地下の微生物活動と有機物を含ん

だ流体の移動に関する基本情報を与える。地下における温度、塩分、pH, Eh, CH4,

CO2 などの環境要因のセンサーとそれらを用いた長期観測システムを開発する

必要がある。

◆ メタンハイドレートの起源に関与する微生物活動の評価：メタンハイドレート

の起源については断片的な観察事実があるのみで、その由来や生成過程は系統

的に解析されていない。海底堆積物中でのメタン生成とメタン酸化に関わる微

生物の分布と存在量を測定する。さらにメタン生成菌・酸化菌を分離し、培養

実験によるメタンハイドレートの起源解明を試みる。

◆ 地下生物圏研究手法の確立：地下生物圏の研究は、地表生物の汚染がない掘削

とサンプリングから始まり、岩石・地層試料からの抽出、バイオマス・多様性・

代謝活性の測定など，どの項目をとっても新たに研究手法を開発しなければな

らない。また開発した手法のテストのために高速度堆積層が形成されている前

弧海盆および房総・銚子・掛川などの前弧堆積体を対象としたパイロット掘削

を行う必要がある。さらに、フィールド技術のほかに採取された微生物試料の

保存システムを確立することが急務である。

◆ ガスハイドレート層の大規模崩壊に伴ってできたと考えられる乱雑層と気候変
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動との相関の検討：付加体正常堆積層内や房総半島上総層群には、ガスハイド

レートが崩壊したときに斜面崩壊を起こしたと考えられるスランプ堆積物が挟

在する。このスランプ堆積物がどのような海洋環境条件下で形成されたのかを、

高精度古環境解析を行うことによって、そのタイミングと形成過程を理解し、

ガスハイドレート崩壊と斜面崩壊そしてそれによる気候への反応を明らかにす

ることを試みる。掘削の際にあらわれる乱雑堆積物の形成メカニズムの評価を

行えるようにするためである。

(2)　巨大地震のメカニズム・サイクルとテクトニクス、物質循環の解明

　巨大地震の発生メカニズムを解明し、その予測を行うことは、21 世紀の人類に与え

られた最大の課題の１つであろう。この問題の解決には、海側と陸側のプレートが固

着している部分をサンプリングするライザー掘削があたらしい可能性を開くと期待さ

れる（図 7）。これまで大地震の研究はすべて遠方観測データもしくは遠い過去の地質

記録からの類推によるもので、現在破壊を起こしうる断層にアクセスできたことはな

い。しかも、いくつかの地点の深部断層からサンプル採取しただけでも不十分である。

地質学的時間スケール（たとえば 100 万年分）の現象は、100 年に１回の大地震発生

場ならば、１万回の繰り返しの集積であり、ある種の平滑化による現象の理解がしや

すい。しかし、大地震は、たとえ繰り返し発生する場においても、まったく同じ破壊

を繰り返しているわけではなく、数点の情報から、数 10km×百数 10km の断層面の

破壊プロセスの理解につなげるための研究戦略が必要である。

日本には、これまでに世界有数の地震・地殻変動観測網が構築されている。しかも

記録の歴史も長く、もっとも地震発生の履歴の明らかな沈み込み帯であると言えよう。

その中でも、IODP による掘削を実施し、地震発生体の包括的研究遂行するターゲッ

トとしては、地震発生体に直接掘削できる南海トラフが最適であろう。ここでは、Ｍ

８クラスの地震がおよそ 120 年程度の期間をおいて繰り返し、通常は、地震活動の低

いこと、Ｍ８断層面は完全に固着しているらしいことがわかっている。南海トラフは、

付加作用の卓越する場であり、証拠が残る場でもある。すなわち、数百年間の歴史（1944,

46 年のＭ８地震に関しては地震、測地データもある）と地質学的記録が残されている

環太平洋沈み込み帯の中において特筆すべき地域である。

　日本は、さらに日本海溝という地震活動がもっとも活発（Ｍ８はまれ）な場、伊豆・

小笠原海溝という地震活動が低調な場、さらに日本海東縁部の若い衝突の場（日本海
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中部地震、北海道南西沖地震のようにＭ７クラスが発生する）と沈み込み帯の多様性

を比較研究する上でもモデル検証の場がそろっている。

　このような我が国のテクトニックな優位性、こまでの研究成果の蓄積を考慮して、

南海トラフにおける以下の研究課題を提案する。

◆ 大地震（Ｍ８クラス）に至る過程とはどのようなものか？沈み込み帯には、大

地震の発生が繰り返されるところも、静かなところもある。このような多様性

は何が支配するのか？エネルギーの蓄積がどのように進めば、大地震に至るの

か？事前（高速破壊開始前）に地震の規模を予測することは原理的に可能なの

か？

◆ 断層面の性質はどのようなものか？断層を介して固着するメカニズムはどのよ

うなものか？間隙率、間隙圧、浸透率、化学過程、物性、応力・歪などのパラ

メーターはいかに断層の性質を決めるのか？

◆ 時間的にも空間的にも、上記の特性は変化を示す。どのようなメカニズムで進

行するのか？

これらの掘削研究を成功させるためには、次の３項目を実行することが必要不可欠で

ある：

◆ マグニチュード８クラス断層物質の入手：これにより、断層の摩擦特性、変形

の物理化学、さらに微小地震から大地震までの系列の物理的意味を解明する材

料を得る。

◆ エピソディックな応力歪変動の現場および近接モニター：このことにより、プ

レート移動と固着の度合い、歪エネルギーの分配、アスペリティの特性、挙動、

流体の関与などの実測値を得る。

◆ 動的破壊・地殻変動の遠方観測：これと、現場および近接モニターの結果とを

結びつけることにより、地震発生過程を既存の観測網からのデータから読みと

れることになる。これの実現可能性は未知であるが、成果をグローバルに応用

するために重要な目標である。

ここで提案する掘削研究は、以下の点で、我が国がリーダーシップをとって遂行でき

ると考える：
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★ これまでに世界有数の地震・地殻変動観測網が構築されている。

★ 地震サイクルについても十分なデータの蓄積がある。

★ 南海トラフ域に関する詳細な構造探査が進行している。

★ 地震学、構造地質学を融合した地震発生メカニズムの解明にむけた学際的な研

究グループが既に活動を開始している。

★ 東北日本弧、伊豆-マリアナ弧など、多様な沈み込み様式をもつ島弧-海溝系が

存在し、比較研究の遂行が容易である。

　これらの研究を遂行するために、以下の事前研究を実施することが必要である：

◆ 南海トラフおよび陸上を含む周辺の十分な事前調査に基づく掘削点の選定とタ

ーゲット到達方法の具体化：科学目標がどのように達成できるのか？何を検証

するのか？「ちきゅう」による掘削は可能か？いかなる掘削手順を踏むのか？

などを検討し、事前調査（海洋地質地球物理探査、陸上探査、岩石実験）によ

り、温度場、速度構造、断層分布、流体分布、物性の特徴を明確化する。

◆ 台湾集集地震断層における陸上掘削研究の実施：国際的に連携し、国際陸上科

学掘削計画（ICDP）と共同して、台湾集集地震断層における陸上掘削により試

料を採取する。この地震は、密な近代的観測網の中で起きており、地震ダイナ

ミクスが詳細にわかっているという大きな利点がある。ここで断層物質を入手

しておくことは、Ｍ８クラスの南海トラフ掘削の成功に大きな寄与をもたらす。

米国もサンアンドレアス断層掘削を密な観測網の中で 2002 年より開始するが、

これはトランスフォーム断層であり微小地震の理解にはじめのターゲットがあ

る。これによる成果も南海掘削に寄与することは間違いないので、連携する。

◆ 孔内計測技術の開発：断層近傍の動的特性を把握するには、孔内計測により物

性の深さ分布とコアとの対応を可能ならしめなければならない。とくに長期計

測を開始するために、高温高圧下で地震、地殻変動、流体挙動、流体分析など

の計測ができるセンサーの開発を進める必要がある。断層に近いので、強震動、

高周波などにも注目する必要がある。

(3)　付加体地下環境に生息する極限環境微生物のバイオロジー

　地下圏で進行する物質変換に関して果たす微生物学の役割の解明と並んで、個々の
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地下極限環境微生物自身を研究対象とし、それらのバイオロジーを進める研究も盛ん

に行われている。地下微生物は従来の地表から分離されてきた微生物と異なる生命戦

略を有することが想定され、新規機能を有する遺伝子・酵素・代謝系の同定が期待さ

れる。実際、極限環境微生物のバイオロジーを通じて、生命の起源、生命の進化に関

する貴重な情報が既に数多く得られている。またこれら由来の有用酵素は 21 世紀型の

新しいバイオテクノロジー技術や産業の育成に大きく貢献している。以上の観点から

深海掘削より得られた地下サンプルから新規極限環境微生物の分離およびそれらを対

象としたバイオロジー研究の推進を提案する。

◆ 海底地下極限環境微生物の分離と同定：微生物の分離は古くから行われている

が、新規微生物の発見は常に分離の「方法」および分離源の「場」の新規性に

大きく依存してきた。本プロジェクトでは、「場」の新規性は確保されており、

多様な新規微生物が同定できると期待される。これは上述の研究課題「付加体

における有機物循環と地下生物圏の解明」と連携しながら進めていく。

◆ 新規極限環境微生物の細胞内動的システムの解明：個々の新規微生物に関して

基礎的バイオロジー研究を進める。炭素・窒素・エネルギー代謝、遺伝子発現

制御、物質輸送などの様々な細胞内動的システムの解明を目指す。新しい特性

を有する代謝・制御システムの同定および生命や生体分子の進化を理解するた

めの貴重な情報が期待できる。

◆ 有用機能を有する極限環境微生物の分離とそれらの機能解明：網羅的な微生物

の分離と異なり、ターゲット機能を明確にした上で微生物の分離を行う。有用

機能としてはエネルギー生産能（水素・メタン・石油など）、バイオマス分解能

（セルロース・キチンなど）、有用物質生産能（生分解性高分子、抗生物質など）

などを中心に設定する。さらにこれらの機能に関与している生体分子（系）を

明らかにする。

◆ 海底地下極限環境微生物の有用機能の実用化：同定された有用機能を示す微生

物あるいは生体分子を用いて新しい技術や産業の実用化を進める。実際、日本

で分離した超好熱菌からの耐熱性DNA polymerase が PCR 用酵素として世界中

で販売されている例や糖質関連酵素が食品加工分野の新しいプロセスで利用さ

れているという実績がある。遺伝子工学技術に基づいた遺伝子治療と遺伝子診

断、酵素による食品加工・保存技術、生物的水素・メタン・石油生産、植物や

微生物による環境浄化など、バイオテクノロジー技術を基盤とした次世代型技

術および産業の創成を目指す。
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2-4.　長期孔内計測

海底長期孔内計測は現時点においては、流体挙動追尾のためのACORK方式の温度、

圧力、化学計測と、地殻変動追尾のための地震、傾斜、歪観測が開発実施に至ってい

る。ここで言う孔内計測の重要性は、現場に近接して時間変化を追うことである。現

場のプロセス進行の定量化、モデル化のためには、流体移動、応力、歪変動、化学変

化、生物活動など、現象に肉薄して必要な精度で長期（年単位以上のケースが多いが

連続、繰り返しなどの方法がありうる）捕捉することが必要である（図 8）。

技術的には開発要素が多く残る。とくにライザー掘削が可能にする深部は高温高圧

になるため、これに対応した計測機器のあたらしい開発が不可欠である。たとえば、

地震断層の固着の現場は、200-250℃が目安である。熱水地帯では 400℃もターゲッ

トにできるか、センサーによっては大きな開発要素となる。現状では高温対策も約

180℃以下の仕様である。

　日本は、孔内長期観測を西太平洋の６孔で実施している。これの実現、維持などの

ノウハウは、今後への重要な指針となるので、これらを共通財産とすることがまず重

要である。

次に、系統的な技術開発を進めるために、パッカー（海底につながる掘削孔中に現

場環境を保持する隔離区間を設ける）、高温環境対策、データ転送実現可能性の検討を

進める必要がある。これらの要素は多くの観測システムに共通であり、かつ研究テー

マに密接に関連するので、効率的に進めるためには、研究者と技術者の組織的連携に

基づく開発が肝要である。特に坑内での微生物調査に関する技術・経験の蓄積は皆無

と言ってもよいので、微生物研究者との連携が不可欠である。

掘削プロジェクトの目的達成に必要不可欠な場合にのみ長期計測に着手すべきであ

り、かつ、観測項目の選定にあたっては慎重に進めなくてはならない。しかし、複雑

系地球のふるまいを観測するにあたって、これを観測しさえすればよいとわかってい

る項目はない。観測の現場すなわち掘削孔を設けることが圧倒的に高価につくはずで

あるから、センサーシステムについては多項目観測をめざすべきである。

それぞれのプロジェクトにより優先度は変化させるべきことを踏まえた上で、以下

の観測項目の実現性を高めて行かねばならない。すなわち、地震動、歪、傾斜；流体

圧、温度；電磁気；化学組成；直接的なあるいは採水による微生物環境の測定である。

また、掘削孔は“地下実験室（Subsurface laboratory）あるいは地下の試験管

(Subsurface incubation system)”という発想に基づいた微生物培養実験の実現も期

すことが必要である。具体的な仕様は目的により、それぞれ適切なセンサーを選定あ
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るいは開発を要する。陸上で実現されている仕様と同等以上が要求される。

　人類が置かれている環境とは隔絶した世界の未知の変化は、その科学的理解を最優

先した上で、広く社会にアピールする必要がある。われわれは有限の地球の変動理解

の必要性を広く啓蒙する必要がある。
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2-5.　地下生物圏研究の戦略

地下圏における微生物研究は、以下の３つの視点から様々な対象に取り組むことが

必要であると考えられる。

◆ 地球環境の形成と変動に深く関わってきたことが考えられる微生物活動に関し、

物質循環過程への寄与を可能な限り定量的に解析していくことを目指して解明

する。

◆ 地下環境で進行してきた「もう一つの進化」の解明に、地上環境では想定でき

ない新しい代謝回路の発見をも含め、多様な地下環境を対象として取り組む。

◆ 現在も進行する地殻内物質変換における微生物活動を解明する。

　このような理由から、日本の IODP 初期段階においては科学的位置づけを明確に行

った後、関連するプロポーザルに積極的に関与することが採りうる戦略であると考え

られる。とりわけ、沈み込み帯における微生物の存在とその活動について、およびガ

スハイドレートの形成と消失に関与する微生物活動の解明は喫緊の課題であろう。さ

らに、地下高温極限環境における生命活動の解明は地球上における生命の誕生と進化

そのものの解明を直接目指した生命科学最重要の課題の一つであることから、我が国

が沖縄トラフや水曜海山で展開する熱水環境における微生物研究の成果を踏まえて生

物主導で掘削研究を行う必要がある。活動的地殻内環境という意味から（１）中央海

嶺、（２）海溝—島弧、（３）ホットスポットが重要な研究対象となる。
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（参考資料１）

日本の科学計画実施スケジュール

　IODP のスケジュールは国際的に決められるものであり、さらに、提案の採択がま

だ始まっていない現時点で、実際のスケジュール表を示すことはできない。一般に、

ライザー掘削は深部掘削のために数ヶ月～半年程度の定点掘削を数回行うケース、ノ

ンライザー掘削は、２ヶ月以内程度の航海を行うケースが想定される。ただし、両者

を複合させるケースなど、今後の立案に待つことが多い。いずれにせよ、掘削は通年

行われるものであり、この表は、日本からの提案によって実現される航海の仮の想定

表であって指針ではない

　このスケジュール表の意味は、提案を準備中の研究者にとっては、いったいどのよ

うな時間スケールで物事が進展していきそうか感触をつかむのに役立つであろう。一

方、研究支援側からは、どういう順序でどのような用意が必要かの目安になるであろ

う。地域名、テーマ名は、実際に科学的価値の高いものを選んで記してあるので、一

般の方からは、具体的イメージを持つのに役立つであろう。
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(1)　日本主導の掘削スケジュール

05 06 07 08 09 10 11 12 13

マントル活動と

地球システム変動

地殻変動と

地球システム変動

沈み込み帯

ダイナミクス・

物質循環と

地球システム変動

南海トラフ

太平洋および周辺域

ｱｼﾞｱﾓﾝｽｰﾝ・ﾍﾞﾝｶﾞﾙ

背弧モホール

伊豆・ﾏﾘｱﾅ弧

ｵﾝﾄﾝｼﾞｬﾜ

ライザー掘削

ライザーレス掘削

地下生物圏

ｵﾎｰﾂｸ海

太平洋および周辺域
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（2）事前調査・ポストクルーズ研究・長期モニタリングスケジュール

03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

ｵﾎｰﾂｸ海

太平洋及び

周辺域

南海トラフ

伊豆

ﾏﾘｱﾅ

ｵﾝﾄﾝｼﾞｬﾜ

ﾓﾝｽｰﾝ

ﾍﾞﾝｶﾞﾙ

背弧ﾓﾎｰﾙ

孔内計測技術開発

その他

地震発生体 高温・高圧センサー

地震学的事前調査

関連技術開発
掘削

ﾎﾟｽﾄｸﾙｰｽﾞ研究

長期ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ地球観測ﾈｯﾄﾜｰｸ・固体地球ﾓﾃﾞﾙｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ
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（参考資料２）

地球深部探査船「ちきゅう」の概要

地球深部探査船「ちきゅう」は、水深 2,500ｍ（最終目標 4,000ｍ）の深海域で、

海底下 7,000ｍを堀り抜く能力を備えた最新鋭の科学掘削船である。

従来の科学掘削は、ドリルパイプだけで掘り進み、海水を注入して堀り屑を押し出

す方式で、短期間に多数の掘削を行える利点はあるが、掘削深度に限界があり（これ

までの記録：海底面下 2,111ｍ）、危険回避、環境汚染防止の観点から石油・ガス存在

域では掘削が制限される。また、海水掘りで孔内状況をコントロールする術がないた

め、孔壁の崩壊やコア（堆積物や岩石などの柱状試料）の回収率の低下に悩まされて

きた。

一方、「ちきゅう」は、海洋石油掘削で実績のある「ライザー掘削システム」を搭載

している。ライザーとは船と海底を結ぶ大口径のパイプで、その中にドリルパイプを

下ろして掘削する。特殊な物理的・化学的特性を持つ液体（泥水）を船上からドリル

パイプを通して掘削孔に送り込むことにより、掘削孔内の圧力バランスをコントロー

ルしながら掘削することができる。孔底に溜まる掘り屑はドリルビット先から放出さ

れる粘性の高い泥水により効率的に排除され、ライザーパイプとドリルパイプの隙間

を通って船上に回収される（泥水循環）。このライザーと海底面に設置された防噴装置

(BOP)を組み合わせることにより、天然ガスや石油の存在する海域のように従来の科

学掘削の方法では困難な地層においても、海洋環境を汚染することなく、安全かつ確

実に海底面下をより深く、安定的に掘削することができる。

船上の研究区画は 4 層からなり（総面積約 2,300ｍ2）、コアや間隙水、掘削孔の物

理的、化学的、生物学的な特性を分析・研究するための豊富な研究設備が搭載されて

いる。「ちきゅう」の船上には、世界各国から約 30 名の研究者と約 20 名の技術者が

乗船し、多分野にわたる専門家が集合・連携して研究を行う環境が実現する。また分

析データは、船内 LAN を介して迅速にデータベースに登録される。これらのデータ

は、インターネットを利用して、全世界の陸上研究設備へ提供することを目指してい

る。
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研究区画は、高品質なサンプルとデータを得るために次のような特徴を備えている。

①　非破壊でコアの内部構造を 3次元画像化できるX線 CT スキャナ

②　サンプルのコンタミネーションを評価するQA／QCラボ

③　地球磁場の影響を取り除くための磁気シールドルーム

④　より精密な分析を行うためのクリーンルーム

⑤　ロギング、掘削、地震探査、そして分析から得られるあらゆるデータを統合

するためのデータ・インテグレーション・センター
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（参考資料３）

統合国際深海掘削計画(IODP)関連語彙集
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  2002年 8月 現在

CMO

Central Management Office

IODP中央管理組織。IODPの年間計画策定、予算管理等を行う。2003年設立予定。

COMPLEX

Conference on Multiple Platform Exploration of the Ocean

COMPLEX 国際会議。ライザー掘削船とライザーレス掘削船の二船体制での科学目標

設定のための科学会議で、バンクーバにて 1999年開催。

CONCORD

Conference on Cooperative Ocean Riser Drilling

CONCORD 国際会議。ライザー掘削船の科学目標設定のための科学会議で、東京にて

1997年開催。

ECORD

European Consortium for Ocean Research Drilling

欧州海洋研究掘削コンソーシアム。IODP に参加する為にヨーロッパの 15 か国が集ま

った共同体。

ESF

European Science Foundation

欧州科学財団。

iILP

interim Industry Liaison Panel

暫定産業界連絡パネル。IODP の科学目標達成に必要なアドバイスを産業界から受ける

ため、双方の連携を強めることを目的としたパネル。

IODP

Integrated Ocean Drilling Program

統合国際深海掘削計画。日米主導の新しい深海科学掘削計画構想。国際協力のもと、

日本のライザー掘削船「ちきゅう」と米国のライザーレス掘削船の２船を中心に運用

し、新しい地球科学・生命科学のため科学掘削を行う。2003年 10月より発足予定。

iPC

interim Planning Committee

IODP 暫定計画委員会。IODP の開始、掘削計画実施に先立ち、IODP の掘削計画を検
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討する科学委員会。

iPPSP

interim Pollution Prevention and Safety Panel

暫定汚染防止安全パネル。IODPの掘削計画を汚染防止、安全面から検討を行う。

iSAS

interim Science Advisory Structure

暫定科学アドバイス組織。2003年 9月 30 日までの暫定期間中、IODP へ提出された科

学提案の評価と掘削計画の立案を行う。

iSAS Office

interim Science Advisory Structure Office

暫定科学アドバイス組織オフィス (iSAS オフィス)。科学提案の受け付けおよび掘削計

画立案までのプロポーザルのハンドリングを行う。また、iSAS 内の各委員会、パネル

の会議を開催する。

iSciMP

interim Scientific Measurement Panel

暫定科学計測パネル。サンプル配布指針、コアフロー、船上機器、科学計測等に関す

る検討を行う。

ISP

IODP Initial Science Plan

IODP 初期科学計画。IODP 計画検討小委員会(IPSC)によって作成された IODP の初期

１０年間の科学目標が示されている。

iSSEPs

interim Science Steering and Evaluation Panels

暫定科学立案評価パネル。 IODP へ提出された科学提案の評価を行う。地球環境部会

(iESSEP)と地球内部部会(iISSEP)からなる。

iSSP

interim Site Survey Panel

暫定サイト・サーベイパネル。掘削予定地点の事前調査データをもとに掘削の有効性

を評価するパネル。

iTAP

interim Technology Advice Panel

暫定技術アドバイスパネル。IODP の科学目標達成に必要な技術開発関連のアドバイス

を行うパネル。
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IWG

International Working Group for IODP

IODP 国際ワーキンググループ。IODP への参加の意志を表明している各国又は機関の

行政担当官から構成されるワーキンググループ。

MEXT

Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology

文部科学省。

MSP

Mission Specific Platforms

特定任務掘削船。日本のライザー掘削船と米国のライザーレス掘削船の２船では対応

できない領域（極域、浅海域等）において科学掘削を行うために利用される掘削船等。

NSF

National Science Foundation

米国科学財団。これまで ODP を主導してきた米国の科学財団。日米主導の IODP の米

国側のカウンターパート。

OD21

Ocean Drilling in the 21st Century

海洋科学技術センター(JAMSTEC)提案のライザー掘削船を中心とした深海地球ドリリ

ング計画。

ODP

Ocean Drilling Program

国際深海掘削計画。米国主導（22か国参加）で 1985年から始まり、2003年終了予定。

ライザーレス掘削船（ジョイデス・レゾリューション号）を運用。

Riser（ライザー）

掘削船と海底 (孔口)を結ぶ大口径のパイプとその付属設備の総称。泥水の流路となる

ほか、ドリルパイプ等の降下のガイドとしての役目も担う。

Riser drilling (ライザー掘削)

海底面に噴出防止装置(BOP)を設置し、その上部に船上までつながるライザーを備え、

泥水循環を行いながら掘削する方式。ライザーレス掘削と比較して、より安全により

深く掘削することが可能となる。石油掘削の一般的方式。

Riserless drilling (ライザーレス掘削)

Non-riser drilling とも言う。噴出防止装置 (BOP)やライザーがなく、船上へ戻る泥水循

環を行わないで掘削する方式。
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IODP国内科学掘削推進委員会　委員

委員長 木下　　肇 海洋科学技術センター　理事

委　員 伊藤　久男 独立行政法人産業技術総合研究所

　地球科学情報研究部門　主任研究員

岡田　尚武 北海道大学大学院理学研究科　教授

加藤　憲二 静岡大学理学部　教授

川幡　穂高 独立行政法人産業技術総合研究所

　海洋資源環境研究部門　グループ長

小泉　　格 北海道大学　名誉教授

末廣　　潔 海洋科学技術センター　深海研究部長

平　　朝彦 海洋科学技術センター　地球深部探査センター長

多田　隆治 東京大学大学院理学系研究科　教授

巽　　好幸 海洋科学技術センター

　固体地球統合フロンティア研究システム　領域長

辻井　　薫 海洋科学技術センター

　極限環境生物フロンティア研究システム　領域長

徳山　英一 東京大学海洋研究所　教授

栃川　哲朗 石油公団技術部研究開発課　課長

中嶋　　悟 東京工業大学大学院理工学研究科　教授

濱野　洋三 東京大学大学院理学系研究科　教授

深尾　良夫 東京大学地震研究所　教授

丸山　茂徳 東京工業大学大学院理工学研究科　教授

「IODPにおける我が国の科学計画」執筆担当者

編集責任者 伊藤　久男 独立行政法人産業技術総合研究所

　地球科学情報研究部門　主任研究員

加藤　憲二 静岡大学理学部　教授

北里　　洋　　 海洋科学技術センター

　 　固体地球統合フロンティア研究システム　領域長

末廣　　潔 海洋科学技術センター　深海研究部長

多田　隆治 東京大学大学院理学系研究科　教授

巽　　好幸 海洋科学技術センター

　固体地球統合フロンティア研究システム　領域長
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○ＩＯＤＰ国内科学掘削推進委員会の設置について
　　　(海洋科学技術センター規定（13達第１号）　平成 13年１月 18日)

　　　改正　13達第 13号平成 13年４月 27日　13達第 23号平成 13年７月 31日

　　　　　　13達第 30号平成 13年 11月１日

　（目的）

第１条　本委員会は、平成 15 年秋に開始予定のライザー掘削船およびライザーレス掘

削船を中核とした統合国際深海掘削計画（ＩＯＤＰ）における我が国の研究提案

に対して、地球科学および関連分野の研究者や専門家の意見・要望を集約、検討、

調整して、これを同計画の実施に反映させることを目的とする。

　（任務）

第２条　本委員会は、前条の目的を達成するため、以下の事項につき検討・調整する。

　(1)　本計画に対する国内研究の推進方策、研究戦略及び我が国の研究提案に関する

事項

　(2)　前号の検討結果を本計画へ反映させる方策

　(3)　本計画に関する国際的な動向の把握と適切な対策

　(4)　その他本計画の目標達成に資すると考えられる事項

２　委員会は、前項についての確認事項および検討状況を理事長に適宜文書にて報告

しなければならない。また、必要に応じて要請および提言することができる。

　（委員）

第３条　本委員会は、委員長および委員 15名程度をもって組織する。

　(1)　委員長は、理事長が指名または委嘱する。

　(2)　委員は、理事長が指名または委嘱する。

　(3)　委員長は、必要に応じてオブザーバーとして有識者の出席を求めることができ

る。

　（委員の任期）

第４条　委員長および委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。

　（科学計画検討専門部会）

第５条　本委員会の業務を円滑、かつ、効果的に推進するために次の科学計画検討専

門部会（以下、専門部会という）を置く。

　　　　　　　地球環境変動検討専門部会　　地球内部変動検討専門部会

　　　　　　　地殻内生物検討専門部会　　　掘削・計測検討専門部会

　　　　　　　分析・コア・データ検討専門部会

　（専門部会の任務）

第６条　専門部会の任務は、本委員会で決定する。

２　専門部会での検討事項および確認事項については、文書にて本委員会に報告しな

ければならない。
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　（専門部会委員）

第７条　専門部会の部会長および部会委員は、本委員会の推薦に基づき、理事長が指

名または委嘱する。

　（専門部会委員の任期）

第８条　部会長および部会委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。

　（科学計画ワーキンググループの設置）

第９条　本委員会に関する個別的専門事項を検討するためにワーキンググループを置

くことが出来る。

２　ワーキンググループの会則は別に定める。

　（ワーキンググループ委員）

第１０条　ワーキンググループのグループ長およびグループ委員は、本委員会の推薦

に基づき、理事長が指名または委嘱する。

　（ワーキンググループ委員の任期）

第１１条　グループ長およびグループ委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げ

ない。

　（庶務）

第１２条　本委員会の庶務は、深海地球ドリリング計画推進室・企画調整課が行う。

　（雑則）

第１３条　前各条に定めるものの他、本委員会の運営に必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。

　附　則

１　本会則の変更は、本委員会においてこれを定める。

２　この会則は、平成 13 年１月 18 日から施行し、ＩＯＤＰ国内科学掘削推進委員会

の目的が終了する日までとする。

　附　則（13達第 13号）

この達は、平成 13年５月１日から施行する。

　附　則（13達第 23号）

この達は、平成 13年８月１日から施行する。

　附　則（13達第 30号）

この達は、平成 13年 11月１日から施行する。
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